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研究成果の概要：11 年以下の多様な周期で変化する太陽活動が地球大気に与える影響について、

観測データの解析と、太陽放射過程と化学反応を組み込んだ大気大循環モデルの開発、それに

よる数値実験を通して調べた。地表付近から高度約 500km に及ぶ大気が、下層の対流圏、中

層の成層圏、中間圏、高層の熱圏、電離圏といったそれぞれの領域ごとに、特有の特徴を持つ

応答を示すことが明らかとなった。 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2005 年度 4,900,000 0 4,900,000 

2006 年度 3,300,000 0 3,300,000 

2007 年度 3,700,000 1,110,000 4,810,000 

2008 年度 3,300,000 990,000 4,290,000 

  年度  

総 計 15,200,000 2,100,000 17,300,000 
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１．研究開始当初の背景 
 
太陽活動には有名な約 11年周期の変動や、

22 年周期、さらに長い変動周期も存在する。
それに対し、下層大気での気候変動を、太陽
活動周期と関連づける研究も以前から行な
われてきた。しかし、両者の間の上部成層圏
から中間圏にかけての領域では、長期にわた
る正確な観測データが不足しているため、太
陽活動と下層大気の変動の関係は未だ明ら
かとはなっていない。また、太陽の 27 日の
自転周期に伴う放射の変動や、太陽活動が激
しい期間に観測される太陽からの高速粒子

の高緯度域への侵入が地球大気に与える影
響にも近年大きな関心が持たれている。太陽
活動の変動に対する大気全体の応答を調べ
るためには、既存の観測データが十分でない
ため、数値モデル(大気大循環モデル)による
数値実験が有力な手段となる。 

最近各国で行われている気候変動の将来
予測に関する数値実験でも、太陽活動の影響
は未知のものとしてしか扱われていない。本
研究の成果はこの予測にも応用可能であり、
社会的な意義も大変大きい研究課題である
といえる。 
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２．研究の目的 
 

本研究では、11 年周期よりも短い時間スケ
ールの太陽活動変動に伴う地球大気の応答
を、大気大循環モデルを用いて定量化するこ
とを目指す。このために、中間圏以下の光化
学過程と、熱圏・電離圏の物理過程を、既存
の大気大循環モデルに導入し、地表面からお
よそ 500km までの高度域を統一的に扱うこ
とのできる大気大循環モデルを開発して数
値実験を行う。同時に、近年新たに再構成さ
れた、地表付近から下部中間圏にまで至る観
測データ(同化データ)を解析することで、数
値実験結果を検証し、地球大気への影響を定
量的に見積もることを目指す。 

 
３．研究の方法 
 
 本研究では、最新の長期間の同化データ解
析、中間圏・熱圏域の物理過程、化学過程を
含む大気大循環モデルの開発、それを用いた
大規模数値シミュレーション、及びその結果
の解析が中心となる。 
 同化データとしては、米国国立環境予測セ
ンター(NCEP)/国立大気研究センター(NCAR)
再解析データを主に用いる。大気大循環モデ
ルとしては、中間圏域までの詳細な化学反応
を組み込んだ東京大学気候システム研究セ
ンター(CCSR)/国立環境研究所(NIES)開発の
化学気候モデルを用いるとともに、高度約
150km までの物理過程を含む九州大学開発の
大気大循環モデルに、熱圏・電離圏の物理過
程を結合させた高度 500km 域までの全大気
領域を含むモデルを開発する。これらの大気
大循環モデルを用いた数値シミュレーショ
ンにより、太陽活動変動の地球大気への影響
を定量的に見積もる。 
 
４．研究成果 
 
 得られた主要な結果は、以下の 4つの項目
にまとめられる。それぞれ世界的に見ても、
他に類のない研究成果である。 
 
(1) 成層圏・下部中間圏域の大気潮汐波 
大気潮汐波は、主として大気中の水蒸気や

オゾンによる太陽紫外線の吸収がもたらす
加熱の 1日変化により生じることが知られて
いる。本課題では、比較的多くの研究が実施
されている上部中間圏より上の領域に比べ、
実態が未だよくわかっていない、下部中間圏
より下層における大気潮汐波の振る舞いと、
太陽活動 11 年周期変動の影響の有無を調べ
るために、CCSR/NIES 化学気候モデルを用い
て数値シミュレーションを行った。さらに、
気象庁気象研究所の化学気候モデルの数値
シミュレーション結果との比較を行った。 

その結果、両シミュレーションともに、夏
季の上部成層圏、下部中間圏域では一日潮が
卓越し、その構造から、鉛直方向に伝播でき
ない外部波型の一日潮基底モードと同定で
きた(図 1a)。 
 
 
(a) 
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図 1. 化学気候モデルに現れる上部成層圏に
おける北半球夏季の大気潮汐波の構造。いず
れも 0世界標準時のもの。(a)1hPa 面(高度約
48km)高度場に見られる一日潮汐波の構造。
等値線は 10m。(b)5hPa 面(高度約 37km)にお
けるオゾン混合比の対応成分構造。等値線は
50ppbv。破線は負の偏差。 
 
さらにオゾン場における一日潮対応成分

の振る舞いを調べたところ、上部成層圏オゾ
ン場において、夏半球の緯度 70 度付近の
1hPa(ヘクトパスカル)と 5hPa 付近に極大が
見られ、前者ではオゾン量最大域が太陽より
も約 13 時間、後者では太陽よりも約 5 時間
それぞれ遅れて、1日周期で西進していた(図
1b)。このような構造は本研究課題で初めて
示されたものであり、独立に開発された二つ
の CCM で同様の結果が得られたことから、こ
れらが単にモデル固有の原因で形成された
構造とは考えにくい。高度領域や、極大が現
れるのが夏極付近であることを考えあわせ
ると、基本的にこの構造は光化学反応により
形成されているものと推測される。 
また、潮汐の振幅は、太陽極大期の方が極

小期よりも大きくなる結果が得られた。同様
の特徴は、気象庁の同化データなどの観測デ
ータでも部分的に確認されたが、特にオゾン
場の変動については、シミュレーション結果
を確認する観測データがほとんど存在しな

 

 



いため、今後の観測手段の開発を含めたさら
なる研究が必要である。 
 以上のように、今までほとんど実態が知ら
れていなかった成層圏・下部中間圏域の大気
潮汐波の特徴が本研究で明らかとなり、今後
引き続く研究への指針を与えることができ
たと思われる。 
 
(2) 太陽活動 11 年変動と冬季成層圏循環 
本課題では、NCEP/NCAR 再解析データを用

いて、太陽活動 11 年変動に伴う冬季成層圏
の大気変動について解析を行った。先行研究
である Kodera and Kuroda(2005)は、11 年変
動における太陽活動極大期(High Solar; HS)
の初冬には、高緯度と中低緯度の間の環状変
動パターンである北極振動（Arctic Oscil- 
lation; AO）が対流圏から成層圏に伸びた構
造を示すのに対し、同極小期(Low Solar; LS)
では成層圏のみに構造が限られるという解
析事実を述べている。本研究では、そのよう
な構造にどのような力学メカニズムが働い
ているかを調べた。特に、地球規模の大気波
動であるプラネタリー波の役割を調べ、また
化学気候モデルを用いて問題を考察した。 
 HS、LS のそれぞれに対応させて経験的直
交関数(EOF) 解析を行う。EOF 解析は東西及
び月平均の等圧面高度場に適用した。解析期
間は 1979-2005 年である。北緯 40-90o 、成
層圏（10-200 hPa）での時系列に対し、第一
主成分( EOF-1)を取り出す。それを成層圏北
半球環状モード(S-NAM)とよび、様々な物理
量を回帰させて、詳細な特徴を調べた。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2. 周期 10 日より早い波動(transient 
eddy)による EP フラックス(波の活動度; ベ
クトル)と、それによる東西風成分の加速度
(等値線と陰影)。赤は西風加速、青は同減速
の領域。 
 

その結果、HS における、S-NAM に回帰した
初冬の東西風に、成層圏から対流圏に広がる
有意なシグナルが存在することがわかった。
それに対し、LS における初冬の結果は、HS
とは異なりシグナルは成層圏に限られ、下層
の対流圏までは伸びていない。さらに、HS に
おける初冬での、S-NAM に回帰した波の活動
度(EP フラックス)とその発散を調べたとこ
ろ、成層圏から対流圏に伸びた AO に対応し
て、対流圏中では波動による西風加速があっ
た。波動の役割を、周期 10 日より早い波動
（transient eddy）とゆっくりした（定常な）
波動に分けて調べると、対流圏では、周期の
短い transient eddy が、成層圏では定常波
動が、それぞれ AO 変動に重要な役割を果た
していた(図 2)。 
さらに、CCSR/NIES 化学気候モデルを用い

て、少しずつ初期値を変えた三つのアンサン
ブル実験結果を用いて、同様の解析をおこな
った。HS における初冬の応答として、成層圏
でも AO シグナルはあるものの、対流圏とは
弱くつながっている。一方、LS 初冬での応答
は、場所はすこし北にずれるが、LS の方が対
流圏とのつながりは強いようである。このよ
うに、モデルは観測解析結果を十分に再現で
きていないことがわかった。この原因として、
化学気候モデルでは、傾圧波や惑星波動の振
る舞いを十分に再現できていないことが挙
げられるが、さらに精度を上げた結果を得る
ためには、より多くの実験が必要であると思
われる。 
 
(3)太陽活動と中間圏・熱圏領域の大気波動 
本課題では、高度約 500km までの大気領域

を含む大気大循環モデルを用いて、中間圏お
よび熱圏領域における大気波動に関して、太
陽活動の依存性を調べた。特に、下層大気起
源の大気波動のうち、一日潮汐波と重力波の
活動度に注目して解析を行った。その結果、
以下のような結果が得られた。 
下層大気起源の大気重力波に関し、熱圏領

域における卓越周期は、太陽活動度にかかわ
らず高度とともに短くなった。一方、大気重
力波に伴う中性大気の風速・温度変動の振幅
は、太陽活動度が増加するに従って弱くなる
結果が得られた。ところが、中間圏での重力
波の振幅や振る舞いについては、太陽活動度
の変化に伴う顕著な違いは見られなかった。
このことから、熱圏領域の振幅の変化は、熱
圏の大気密度が太陽活動度に伴い増加する
ことや、熱圏下部における静的安定度が太陽
活動に伴い変化することが原因であること
がわかった。また、これらの熱圏における重
力波の特徴は、CHAMP 衛星により得られた特
徴(Bruinsma and Forbes, 2008) とも定性的
に一致することがわかった。 
一日潮汐波に関しては、高度 150km 以上で



は、太陽活動度変動に伴い振幅が大きく影響
を受けるという、今までに考えられていたの
と同様の結果が確認できた。しかし、高度
150km 以下の下部熱圏領域や中間圏では、太
陽活動度に伴う太陽加熱率の変動よりも、
(太陽活動度変動とは直接関係のない)下層
大気変動に由来する変動が顕著であること
がわかった。例えば、太陽活動度の 27 日周
期や 11 年周期変動に伴った一日潮汐波の振
幅変動を、数値モデルで得られた潮汐波の振
幅変動成分の中から抽出することは困難で
あった。 

上記の研究を遂行するには、対流圏から熱
圏までのすべての大気領域を含んだ、水平分
解能の良い全球モデルモデルが必要である。
現在のところ、我々の研究グループ以外で、
このような数値モデルの開発を完了してい
るグループは地球上には存在しないため、上
記の成果は本研究課題において特筆すべき
ものである。 
 
(4)太陽活動と電離圏変動 

近年、下層大気に起源を持つ変動(大気重
力波、プラネタリー波、大気潮汐など)によ
って生じていると考えられる電離圏変動が
新たに発見され、大気上下結合の重要性が再
認識されている。本課題では、当グループに
よって開発された地表から大気上端までを
含む大気大循環モデルを用いて、上層、下層
からの影響による超高層大気変動について
調べた。 

大気大循環モデルによる数値シミュレー
ションの結果から、極域熱圏への地磁気活動
変化に伴うエネルギー流入の増大に起因し
て、全球伝播する大気擾乱の特徴が示された
ほか、地磁気静穏時にもオーロラオーバル、
昼夜境界、真夜中温度極大付近で励起される
大規模波動の存在が予測された(Fujiwara 
and Miyoshi, 2006)。また、これらの大気擾
乱と下層大気との影響により、局所的な擾乱
(温度構造)が形成されることが示された
(Fujiwara and Miyoshi, 2009)。さらに、昼
夜境界付近での大気波動については、Forbes 
et al. (2008)などによる詳細な研究へと発
展している(図 3)。 

本研究課題では、世界に先駆けて大気全域
を含む大気大循環モデルを開発し、それを用
いた数値シミュレーションから、下層大気の
影響による局所擾乱など、これまで示されて
来なかった新たな熱圏変動の描像を明らか
にすることができた。近年、国内外の学界で
は、下層大気が上層大気(熱圏・電離圏)に与
える影響に関して、急速に関心が高まってい
る。本研究課題はこのような世界的な研究の
流れをリードするものであり、大きなインパ
クトを有するものと考えられる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.大気大循環モデルによって計算され

た高度約 300km における熱圏風、温度の全球
分布。太陽活動極小、11 月、地磁気静穏時の
計算。(a) 下層大気の影響を含む計算で局所
擾乱がいたるところで見られる。(b) 下層大
気の影響を除いた計算(高度約 80 km 以下で
全球一様な温度分布を時間変化させずに与
え、また風速をゼロとして 1日経過した計算)。
(b)では(a)に比べて滑らかな温度分布とな
っている。 
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